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　日常においてほとんど認識することはないが、
我々の身の回りには、その設計や製作段階におい
て数値シミュレーションあるいはコンピュータシ
ミュレーションを経て生まれてきたものが多い。
例えば CG では、物理法則を忠実かつ詳細に数値
シミュレーションすることによって、現実にそこ
で起きているかのようなリアルな映像が製作され
る。今日では材料科学におけるナノスケールの現
象から、地球物理や天体物理のスケールにわたる
まで、様々な分野で数値シミュレーションによる
新たな発見がなされている。工業的にも、大型構
造物、自動車、スマートフォンと物の大小を問わ
ず、設計開発段階において CAE (Computer Aided 
Engineering) が行われ、数値シミュレーションはそ
のツールとなっている。CAE が現在のように広がっ
た理由として、製品開発に要する時間とコストの
削減をもたらす利点が大きいが、数値シミュレー
ションを行うプログラム本体とエンジニアとの間
にユーザーフレンドリーなインタフェースが整備
され、CAE の実施に対する技術的なハードルが下
がって利用者を増やしたことも挙げられる。この
ためにしばしば忘れられがちであるが、数値シミュ
レーション本体に高度な計算力学手法が搭載され
複雑な現象までもシミュレーションできるように
なったことが、実は今日の CAE の隆盛を築いた最
大の要因である。数値シミュレーション結果の実
験での検証やより高速・高精度な計算手法の開発
などの多くの積み重ねの賜物であり、こうした努
力は今なお継続が必要とされている。

　しかしながら、CAE ツールが整えられ普及する
につれて上記のような認識は薄れ、CAE ツールの
ブラックボックス化やこれへの妄信が起きていな
いかと危惧される。CAE ツールの代表である有限
要素解析について次の格言がある。“Finite Element 
Analysis makes a good engineer better and a poor 
engineer dangerous”。数値シミュレーションでは
対象とする現象の本質を抽出して数式化（モデル
化）を行う。間違った、あるいは不十分なモデル
化を行って得た FEA の結果を、「信頼できるソフト
で計算した結果なので間違いない」と断言するエ
ンジニアは論外にしても、得られた結果について
何故その結果が得られたのか、モデル化に不足は
なかったかを自問しないエンジニアは poor であり
dangerous になりかねない。逆に、得られた結果
の所以と実現象との対比においてモデル化の妥当
性を吟味することで、FEA はより深い現象の理解
と洞察へと誘ってくれるのである。そのためには、
対象とする現象に対してどのようなモデル化をす
べきか、使用するソフトでそのモデル化をどのよ
うにして実現できるかを判断できる程度に、ソフ
トが保有する機能を知っておくべきである。特に
材料挙動のモデル化は重要である。
　市販の FEM ソフトはそれぞれ金属塑性やクリー
プ、損傷などについて数種類の材料モデルを備え
ているが全てを網羅しているわけではない。例え
ば、金属塑性における異方硬化や相変態を伴う場
合の力学応答を表すモデルは汎用の市販ソフトに
は含まれておらず、繰返し塑性に関しても既存の
ものには問題がある。材料モデルがない場合は自
ら構築すれば良い。実験での検証や市販ソフトに
組込む努力が必要になるが、現象のメカニズムの
解明と材料のより高度な利用につながると大いに
期待できる。最近、学会において企業の若手研究
者にもこのような動きが出つつある。まだまだ少
数だが、実に喜ばしいことである。

　
　

　
　

　
　

　
　

 FEA はもろ刃の剣　~CAE のより高みを目指して ~
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　2015 年 12 月 24 日、平成 28 年度政府予算案

が閣議決定いたしました。同日、当省ＨＰにおい

て、平成 28 年度経済産業省予算案を公表しており

ます。来年度は一般会計で 3,371 億円、エネルギー

対策特別会計で 8,384 億円、計 11,755 億円を計

上しており、重点分野としましては下記を掲げて

います。

・福島・被災地の復興を加速する

・未来投資による生産性革命

・中小企業の生産性向上・地域の付加価値創造力の

強化

・世界と一体的に成長する

・エネルギーミックスの実現に取り組む

　本稿では、来年度の当省予算案に係る事業の中

から非鉄金属関係について、最近の非鉄金属産業

の現状とともに、その内容を一部ご紹介させてい

ただきます。

　我が国にとって部素材産業はサプライチェーン

の中核を担い、様々な産業に高品質な素材を安定

的に供給するという点において、国内のみならず

世界の産業に大きな影響を与える存在です。昨今

では、自動車産業や航空機産業等における素材の

高強度化、軽量化、コスト低減を追求するといっ

たユーザーニーズの高度化や多様化を背景に、素

材間競争が激しくなると同時に、様々な素材を適

所に用いる、いわゆるマルチマテリアル化が進む

傾向にあります。これらの課題に答えるためには、

従来の素材・産業の垣根を越えて、優れた技術・

知見に基づいた研究・技術開発が進められる必要

があり、部素材の技術開発や共通課題への対応は、

日本のものづくりの競争力を維持・強化するうえ

で欠かせません。
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　このような状況の下、2015 年 6 月、「金属素材

競争力強化プラン」を策定いたしました。当該プ

ランでは技術開発戦略、国内製造基盤強化戦略、グ

ローバル戦略を３本柱として、今後の金属素材産業

が目指すべき方向性を示しています。今後、従来の

取組に加え、同プランの具現化を念頭に金属素材産

業の競争力強化を目指した取組を着実に展開して

まいります。

　非鉄金属課では、平成 28 年度予算案に係る事業

において、我が国の非鉄金属を含む部素材産業の国

際競争力強化に向け、成長分野において潜在需要の

高い部素材の技術開発を行うとともに、資源の有効

活用や環境負荷低減といった観点から動静脈産業

の連携強化に取り組んでまいりたいと考えており

ます。

【革新的新構造材料等技術開発】

　（平成 28 年度当初予算案額：36.5 億円）

　本事業は、「未来開拓研究制度」の一環として、

我が国が将来にわたって強みとすべき技術分野に

ついて産学官の強力な連携の下、10 年間を目処に

行っている研究開発プロジェクトです。エネルギー

使用量や CO2 排出量の削減を図るため、大学やメー

カー等関係者と協働して、その効果が大きい自動

車・航空機・鉄道車両等輸送機器の抜本的な軽量化・

低燃費化に資する構造材料等の開発を目指してい

ます。

　具体的な取組としましては、潜在需要の高いチタ

ン材、アルミニウム材、マグネシウム材等の構造材

料そのものの強度、加工性、耐食性等の高性能化に

係る技術開発や、異種材料の革新的な接合技術の開

発を一体的に推進することで、実用化に向けた取組

を加速させていきたいと考えています。こうした技

　　
 

平成２８年度予算案に係る非鉄金属関係事業について
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術を最終製品メーカーと共に世界に先駆けて実

現することで部素材産業の更なる競争力強化に

寄与するものと確信しています。

【未利用熱エネルギーの革新的活用技術研究開

発】

　（平成 28 年度予算案額：15.0 億円）

　エネルギー消費量の多い製造業において、効

率的なエネルギー調達の在り方は重要な課題の

一つです。それにも関わらず、１次エネルギー

の約６割は未利用のまま排熱として捨てられて

います。本事業では、製造プロセスにおける様々

な環境下で排出される膨大な熱エネルギーを効

果的に削減・回収し、有効に活用することを目

的に、平成 25 年度から技術開発を行っていま

す。具体的には、熱の使用量を減らす技術（断

熱、蓄熱、遮熱）、熱を変換して利用する技術（熱

電変換、排熱発電）、熱を再利用する技術（ヒー

トポンプ）等の各要素技術を開発し、それら技

術を適材適所に組み込みシステムとして熱マ

ネージメント手法を提案しています。（図 1）

【アジア省エネルギー型資源循環制度導入実証事業

（国内実証分）】

　（平成 28 年度予算案額：1.5 億円）

　部素材のマルチマテリアル化の動きが加速する

中で、製品に含まれる材料の組成が一層複雑にな

ると考えられ、製品が使用済みとなった後の流れ、

いわゆる静脈サイドにおけるリサイクル等の対応

も困難になることが予想されます。また、環境負荷

が低く、低廉かつ安定的な金属素材をユーザー側へ

供給することによって製造業の更なる発展を支え

ていくことが同時に求められています。

　そのための取組として、「動静脈情報ネットワー

ク形成実証事業（アジア省エネルギー型資源循環制

度導入実証事業の国内実証分）」を実施します。本

事業では、マルチマテリアル化への対応と再生材等

の有効活用の両立を目指し、国内における動脈産業

と静脈産業が一体となった資源循環ネットワーク

の構築・実証を行います。

【次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術

開発】

　（平成 28 年度予算案額：21.5 億円）

　モーター技術は自動車や家電製品等様々な分野

で活用されており、我が国の電力消費量の 50％以

上がモーターにより占められています。本事業で

は、次世代自動車用モーターの高効率化の実現に

向けて、部素材・製品メーカー、大学等が、レア

アースの使用を低減する、又はレアアースを用い

ない高性能磁性材料の開発、モーター鉄損の大幅

削減を可能とする新軟磁性材料を開発するととも

に、それら性能を最大限に活かせる高効率モーター

を設計・評価する取組を平成 24 年度から実施して

います。

　本事業で開発される高効率モーターを次世代自

動車や家電製品、産業機器等各分野へ活用するこ

とにより、省エネ化を推進するとともに、資源リ

スクの低減を図りたいと考えています。（図 2）
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図 1　未利用熱エネルギーの革新的活用技術研究開発イメージ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：経済産業省HP）
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【ナノ炭素材料実用化プロジェクト】

　（平成 28 年度予算案額：15.0 億円）

　ナノ炭素材料（カーボンナノチューブやグラフェ

ン）は、軽量で電気や熱の伝導が良いなどの特長

を有し、省エネ家電や輸送機器など多くの分野で

の実用化が期待されています。国際的な開発競争

が激化する中、我が国においては新しい高純度単

層カーボンナノチューブが量産化段階に入り、今

後いかに実用化を図っていくかが喫緊の課題と

なっています。

　そのため、幅広い製品の実用プロセス技術の開

発・実証、高品質量産技術の確立を目指すとともに、

安全性評価のための計測技術等の基盤技術開発を

行います。

　その他、経済産業省では、省エネ設

備の導入等中小企業等の省エネに向け

た取組を支援する「中小企業等の省エ

ネ・生産性革命投資促進事業（資源

エネルギー庁（平成 27 年度補正予算

額：442.0 億円））」、「エネルギー使用

合理化等事業費者支援補助金（資源エ

ネルギー庁（平成 28 年度予算案額：

515.0 億円））」や「ものづくり・商業・

サービス新展開支援補助金（中小企業

庁（平成 27 年度補正予算額：1020.5

億円））」等も実施してまいります。

　非鉄金属課では、これら様々な事業

の実施を通じて、各業界の課題に対応

し、部素材産業の更なる競争力強化の

一助となるよう効果的に活用してまい

りたいと考えております。上記にてご

紹介しました平成 28 年度予算案に係

る事業等につきまして、ご相談やお

問い合わせ等ございましたら、非鉄

金属課までご連絡をお願いします（平

成 28 年度予算案に係る事業について

は、国会における承認が前提となりますことを予め

ご了承ください）。

　また、当省予算案全体の枠組みや概要について

は、経済産業省ＨＰ（※）からご参照いただけます。

各事業に係る概要説明資料（PR 資料）も掲載して

おりますので、こちらもご活用いただければ幸いで

す。

※経済産業省 HP

平成 28 年度経済産業省関連予算案等の概要

http://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2016/

index.html

図 2　次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発イメージ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：経済産業省HP)
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